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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第17期

第３四半期連結
累計期間

第17期
第３四半期連結
会計期間

第16期

会計期間

自　平成20年
　　10月１日
至　平成21年
　　６月30日

自　平成21年
　　４月１日
至　平成21年
　　６月30日

自　平成19年
　　10月１日
至　平成20年
　　９月30日

売上高 (百万円) 46,871 12,107 98,989

経常利益(△損失) (百万円) △1,053 △367 1,530

四半期(当期)純利益
(△損失)

(百万円) △5,724 △2,943 △2,443

純資産額 (百万円) ― 3,803 10,969

総資産額 (百万円) ― 20,051 36,697

１株当たり純資産額 (円) ― 6,344.2428,591.84

１株当たり四半期
(当期)純利益(△損失)

(円) △18,968.41△7,833.65△9,222.68

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ─ ─ ─

自己資本比率 (％) ― 12.2 20.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,241 ― △1,621

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △438 ― △867

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,923 ― △399

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― 6,757 9,878

従業員数 (名) ― 2,345 4,293

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３　平成21年４月８日付で、第三者割当増資により、発行済株式数が120,000株、資本金及び資本準備金がそれぞれ

277百万円増加しております。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている主

要な事業の内容と主要な関係会社の異動は以下のとおりであります。

＜ファクトリー事業＞

㈱フルキャストファクトリー(連結子会社)及び㈱フルキャストセントラル(連結子会社)については、平

成21年６月に全株式を譲渡したため、平成21年６月１日より連結の範囲から除外しております。

これに伴い、ファクトリー事業から撤退しております。

　

　

３ 【関係会社の状況】

㈱フルキャストファクトリー(連結子会社)及び㈱フルキャストセントラル(連結子会社)については、平

成21年６月に全株式を譲渡したため、平成21年６月１日より連結の範囲から除外しております。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

　 平成21年６月30日現在

従業員数(名) 2,345(758)

(注) １　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は( )内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載して

おります。

２　従業員数が当第３四半期連結会計期間に827名減少した主な要因は、ファクトリー事業を営む㈱フルキャスト

ファクトリー及びファクトリー事業とテクノロジー事業を営む㈱フルキャストセントラルを連結の範囲から

除外したことによるものとスポット事業、オフィス事業、その他事業における経営合理化を目的とした希望退

職者の募集の実施によるものであります。

３　臨時従業員数が当第３四半期連結会計期間に205名減少した主な要因は、経営合理化を目的としたスポット事

業における事業所の統廃合によるものであります。

　

(2) 提出会社の状況

　 平成21年６月30日現在

従業員数(名) 15

 (注)　　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績及び受注実績

当社グループは主として生産活動を行っておらず、また受注の状況については下記の理由により受注

規模を金額で示すことはしておりません。

①　スポット事業の場合は、受注から売上計上までの期間が極めて短いこと。

②　ファクトリー事業及びテクノロジー事業の請負・人材派遣業務においては、受注時の業務量がその

後の顧客の要望に合わせて変更することが多いこと。

　

(2) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称

当第３四半期連結会計期間
　　(自　平成21年４月１日
　　 至　平成21年６月30日)

(百万円)

スポット事業 4,348

ファクトリー事業 812

テクノロジー事業 3,150

オフィス事業 3,216

その他事業 581

合計 12,107

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

　

２ 【事業等のリスク】

当社グループにおける事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項をここに記載

しております。なお、投資者に対する積極的情報開示の観点から、事業上のリスクに必ずしも該当しないと

考えられる事項であっても投資者が投資判断をするうえで、あるいは当社グループの事業活動を理解する

うえで重要であると考えられる事項を含めて記載しております。

当社グループはリスク発生の可能性の認識、発生の回避及び発生した場合の対応に最大限の努力を行う

所存です。下記事項には、将来に係るリスク要因が含まれておりますが、これらの事項は本四半期報告書提

出日現在における判断をもとにしております。

①グループの事業展開方針について

日本の人材サービス業界を取り巻く環境は、大きく変化しており、当社グループは、平成20年10月１日

をもって、純粋持株会社体制へ移行することにより、グループ経営の意思決定と各事業における業務執行

を分離し、コーポレートガバナンスの徹底と経営戦略決定・戦術実行の迅速化を図ることで企業競争力

を強化するとともに、グループの各事業・各業態が環境変化に的確かつ迅速に対応できるよう、グループ

の柔軟な再編を促進し、総合人材アウトソーシンググループとして確固たる地位を築くべく、事業の選択

と集中を促進しておりますが、事業再編・強化に予想以上の時間を要したり、収益への貢献度が計画どお

り進まなかった場合には、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

また、労働者派遣法改正の見通しに基づき、短期派遣から「軽作業分野の長期労働者派遣」及び「短期

雇用の職業紹介事業等」への完全移行を予定しておりましたが、法改正時期の遅延、昨年来の経済状況と
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雇用情勢の急激な悪化による影響といった各種要因により、従来予測に基づく移行は困難と判断してお

ります。

「軽作業分野の長期労働者派遣への移行」については、経済状況が不透明なため、企業が中長期人材

サービスの利用を控える状況が続いており、短期派遣から中長期派遣への移行が困難な状態にあります。

「短期雇用の職業紹介事業等への移行」については、雇用確保を最優先し、現在の雇用状況(求職側、求

人側双方のニーズ)及び今後の法改正の内容に適切に対応しつつ、引き続き「短期雇用の職業紹介事業

等」への段階的な移行を進めるとともに、今後も継続して短期人材アウトソーシング事業を展開してま

いりますが、ビジネスモデルの転換などに時間を要した場合には、当社グループの業績に重大な影響を与

える可能性があります。

さらに、主要事業である労働者派遣事業を中心に事業の選択と集中を図るため、キヤノン電子㈱が実施

する当社連結子会社であるアジアパシフィックシステム総研㈱株式の公開買付けへ応募し、平成20年11

月18日に同社の保有株式の全部を譲渡しております。

また、当社連結子会社である㈱フルキャストファイナンスは平成21年５月８日付で㈱フルキャスト

ファイナンスの取締役及び従業員へ、㈱フルキャストファクトリーは平成21年６月１日付で㈱総合請負

サービスへ、㈱フルキャストセントラルは平成21年６月12日付で㈱アウトソーシングへ保有株式の全部

を譲渡しております。さらに、ネットイットワークス㈱は、平成21年８月３日付で京セラコミュニケー

ションシステム㈱へ保有株式の全部を譲渡しております。

当社におきましては、慎重な事前調査を踏まえて、㈱フルキャストマーケティングを平成18年７月に完

全子会社化しておりますが、同社の事業収益が当初の見込みどおりに推移しない可能性や、多額の資金投

入を要する可能性のほか、のれんの償却等により当社グループの損益が悪化する可能性があります。

また、当社グループは事業シナジーが見込まれない投資有価証券は売却する方針でありますが、株式保

有先の業績悪化による時価又は実質価額の著しい下落などにより、減損処理を行うこととなった場合に

は、当社グループの損益が悪化する可能性があります。

②法的規制について

a) 法的規制の変更について

当社グループが行う事業に適用される労働者派遣法、労働基準法、労働者災害補償保険法、健康保険法

および厚生年金保険法その他の関係法令が、労働市場を取り巻く社会情勢の変化などに伴って、改正ない

し解釈の変更などが実施される場合、その内容によっては、当社グループが行う事業に重大な影響を与え

る可能性があります。

なお、今般、日雇派遣原則禁止や製造業派遣禁止など法令化の議論がなされております。今後の労働者

派遣法改正の内容に適切に対応したビジネスモデルを策定し、「短期雇用の職業紹介事業等」への段階

的な移行準備を進めるとともに、今後も継続して短期人材アウトソーシング事業を展開してまいります

が、今後の改正ないし解釈の変更などが実施される場合には、当社グループが行う事業に重大な影響を与

える可能性があります。

b) 社会保険料負担について

社会保険の加入に関しては、２ヶ月までの契約期間の労働者ならびに、通常労働者の４分の３未満の労

働時間で就労する労働者などについては、健康保険法の適用から除外されております。また、厚生年金保

険法においても健康保険法とほぼ同様の規定になっております。スポット事業においては、スタッフを短

期間で雇用するため、社会保険適用除外者が大半でありましたが、㈱フルキャストにおいて、軽作業分野

への長期労働者派遣へのビジネスモデルの転換を促進することにより、今後、社会保険適用者が増加し、

社会保険料負担額の増大に対して、顧客に対する請求金額への転嫁や業務効率化などの内部努力による

コスト削減などによって吸収できない場合には、当社グループの業績に悪影響を与える可能性がありま

す。
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また、厚生年金保険料の会社負担分の料率は、毎年0.177％ずつ引き上げられ、平成29年以降は9.15％で

固定されることになります(平成16年の年金制度改正)。このような社会保険制度の改正による保険料率

の引き上げや被保険者の適用範囲の拡大など、その内容によっては、当社グループの業績に重大な影響を

及ぼす可能性があります。

c) 派遣事業について

当社グループでは、労働者派遣法に基づき、厚生労働大臣の許可を受け労働者派遣事業を行っておりま

すが、派遣元事業主としての一定の欠格事由に該当した場合、関係法令違反ならびに許可要件に違反した

場合などには、許可の取消、事業廃止命令または事業停止命令を受けることがあります。当社グループで

は、企業コンプライアンスおよびリスクマネジメントの強化を図り法令違反を未然に防止するよう努め

ておりますが、将来何らかの理由により許可の取消等があった場合には、労働者派遣事業を行えなくな

り、当社グループの業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

なお、㈱フルキャストは、平成20年10月３日付で東京労働局より労働者派遣法第14条第２項に基づく労

働者派遣事業停止命令及び第49条第１項に基づく労働者派遣事業改善命令を受けましたが、労働者派遣

事業停止期間は平成20年10月10日から平成20年11月９日の１ヶ月間の事業停止をもって終了し、労働者

派遣事業改善命令については平成21年１月16日付で改善結果の最終報告が終了しております。

ｄ) 請負事業について

当社グループにおいては、請負契約に基づく請負事業者として、当該契約の顧客企業から独立して、請

け負った業務を完遂しております。その業務の遂行にあたっては、労働者派遣事業と請負により行われる

事業との区分に関する基準（昭和61年労働省告示第37号）その他の関係法令に従っております。

なお、業務を履行するに先立ち、請負業務の内容・範囲・業務完了期日などを顧客企業と確認しており

ますが、業務の遂行に伴い顧客企業と理解の相違が生じ、顧客企業からの代金回収が困難または不能と

なった場合は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

③スタッフの確保について

わが国の若年者人口は、出生率の低下および少子化に伴い昭和60年代から減少を続けており、この傾向

は今後も続くものと予測されております。スポット事業においては、そのスタッフの大半を18歳から25歳

の若年層が占めており、若年者人口の減少は、当社グループが必要とする人材の確保を困難にし、必要な

人材が確保できなかった場合には、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

④従業員の確保と定着について

当社グループでは、将来の収益構造の再構築を図るため、成長が見込まれる事業分野への人員の再配置

を行うとともに㈱フルキャストなどにおいて希望退職者の募集を行い、人員削減(㈱フルキャストにおけ

る希望退職応募人数は276名)を実施しましたが、今後、当社グループの求める人材が必要以上に流出する

ような場合には、当社グループの業績に悪影響をもたらす可能性があります。

また、テクノロジー事業の技術者派遣事業は、高度化する顧客企業のニーズに応えられる優秀な技術者

の確保が重要であります。技術者の採用ならびに定着・派遣が計画どおりに進まなかった場合には、当社

グループの業績に悪影響をもたらす可能性があります。

⑤顧客企業およびスタッフのデータベース管理について

当社グループは、顧客企業のニーズに合った最適任者を迅速にコーディネートし、スタッフ配置の効率

化を図るため、スタッフの勤務態度や職種ごとの経験ならびに顧客企業に関する情報などをデータベー

ス化し管理しております。

データベース化した情報は、サーバーの故障などに備えるためサーバーを複数台配備しておりますが、

地震などの災害やその他の原因によりサーバーが同時に停止するなどのトラブルが発生しシステムが停

止する事態に陥った場合、業務に支障をきたす結果となり、当社グループの業績に重大な影響を与える可

能性があります。

今後とも必要に応じて情報化投資を進め、コストやサービス面での差別化を図っていく計画でありま

すが、これらの投資が必ずしも今後の売上増加に結びつくとは限らず、投資に見合ったリターンが十分に

得られない場合、投資効率が低下する可能性があります。
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個人情報を含むデータの管理につきましては、明確な取扱基準を定めるとともに、システムに対するア

クセス権限の厳格化や内部監査の強化などを通して、個人情報への不正アクセス、または個人情報の紛

失、改ざん、漏洩等の予防に努めておりますが、何らかの原因により情報が漏洩する事態が発生した場合、

当社グループに対する社会的信用が失墜し、売上高の減少や損害賠償の請求などをもたらす結果となり、

当社グループの業績に影響をもたらす可能性があります。

なお、個人情報に限らず、顧客情報、営業情報など事業継続上必要な情報資産の管理体制の強化を図り、

事業活動における情報セキュリティ対策の充実に努めております。

⑥スタッフに係る業務上の災害および取引上のトラブルについて

スタッフが、業務遂行に際してまたは業務に起因して、死亡、負傷した場合、または疾病にかかった場合

には、労働基準法および労働者災害補償保険法その他の関係法令上、使用者である当社に災害補償義務が

課されます。（なお、顧客企業にあたる派遣先事業主には、労働安全衛生法上の使用者責任があり、スタッ

フに対して民事上の安全配慮義務があります。）

当社グループは、スタッフに対する初級安全衛生教育を徹底するとともに、怪我や病気を未然に防ぐた

め、安全装備品などの貸与、作業に関する注意事項の掲示および配布を実施することで、安全に対するス

タッフの意識向上を促しております。また、労働者保護の観点から、労災上積保険として、約定履行費用保

険などに加入しておりますが、これらの保険がカバーする範囲を超える災害が万一発生した場合、労働契

約上の安全配慮義務違反や不法行為責任などを理由に、当社グループが損害賠償責務を負う可能性があ

ります。

また、スタッフによる業務遂行に際して、スタッフの過誤による事故や顧客企業との契約違反またはス

タッフの不法行為により訴訟の提起またはその他の請求を受ける可能性があります。当社グループは、法

務担当者を配して法的危機管理に対処する体制を整えておりますが、訴訟の内容および金額によっては

当社グループの業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

⑦当社グループ業績の季節変動要因について

当社グループのスポット事業では、その業務特性から第２四半期ならびに第４四半期に受注量が増加

する傾向があります。

なお、当社グループとして業務の質を向上させることにより、顧客企業の業務効率化に寄与するサービ

スの提供を充実させ、季節変動の縮小化を図っております。

また、テクノロジー事業の技術者派遣事業では、技術社員の稼動人数が業績に影響を与えます。新卒技

術社員は４月入社のウェイトが高く、これら新卒技術者が配属され稼動する下期に収益が高まる傾向が

あります。さらに、技術社員の料金改訂につきまして、顧客企業の多くが３月決算を採用していることか

ら、料金改定の交渉や実施時期は４月以降になるケースが多くあるためテクノロジー事業の売上高およ

び利益は下期に偏る傾向があります。

⑧継続企業の前提に関する事項について

㈱フルキャストは、東京労働局より平成19年８月３日付で受けた労働者派遣事業停止命令に違反した

として、平成20年10月３日付で、労働者派遣事業停止命令及び労働者派遣事業改善命令を受けておりま

す。その結果、当社グループにおきましては、㈱フルキャストの事業停止の影響及びブランド・イメージ

の悪化などにより、平成21年９月期において、売上高の減少、営業利益の減益を見込んでおり、当第３四半

期の四半期報告書提出日現在において、主要金融機関と今後の借入金の契約条件の見直しについて協議

を継続しております。

このような状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しております。

労働者派遣事業停止期間は平成20年11月９日付で終了し、労働者派遣事業改善命令については平成21

年１月16日付で改善結果の最終報告が全て終了しております。

また、当該状況を解消すべく、㈱フルキャストでは、支店の統廃合を軸とした経営合理化策による管理

費の削減を推進しており、経営の早期安定化を図るとともに、グループ全社を挙げて、コンプライアンス

体制の整備と再発防止に努めてまいります。
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さらに、当社では、子会社株式の売却により得た資金の一部を借入金の返済に、一部は運転資金に充当

するとともに、平成21年４月８日付で、第三者割当による新株式発行を実施し、財務体質の改善を図って

おります。また、子会社の事業所の統廃合やグループ人員の削減などの経営合理化ならびに、テクノロ

ジー事業及びファクトリー事業を営む子会社の売却等を順次実施しており、これらの施策を推進するこ

とで経営基盤の強化を図るとともに、保有資産の売却等により必要資金の確保に努めております。

当社グループでは、上記施策により、グループ全社における経営環境が正常化するとともに、行政処分

により毀損した信用が早期に回復するものと考えておりますが、今後の経営の安定化に予想以上の時間

を要した場合には、当社グループの業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

　

　

３ 【経営上の重要な契約等】

子会社株式の譲渡契約及び債権売買契約

当社は、平成21年５月８日開催の取締役会において、連結子会社である㈱フルキャストファイナンスの

全株式を同社の取締役及び従業員へ譲渡すること、また、同社に対する債権をネオラインキャピタル㈱へ

譲渡することを決議し、同日付で株式・債権売買契約を締結し、譲渡しております。

　

子会社株式の譲渡契約

当社は、平成21年６月１日開催の取締役会において、連結子会社である㈱フルキャストファクトリーの

全株式を㈱総合請負サービスに譲渡することを決議し、同日付で株式譲渡契約を締結し、譲渡しておりま

す。

また、当社は、平成21年６月11日開催の取締役会において、連結子会社である㈱フルキャストセントラ

ルの全株式を㈱アウトソーシングに譲渡することを決議し、同日付で株式譲渡契約を締結しました。な

お、平成21年６月12日に譲渡は完了しております。

　

　

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

(1) 業績

当第３四半期連結会計期間においては、昨年来の景気悪化の影響を受け、雇用情勢は一段と悪化する傾向

で推移いたしました。派遣契約の打ち切りや契約更新の見送りなど、上半期に見られた雇用調整の影響が続

いたため派遣需要は回復せず、人材サービス業界にとって厳しい局面となりました。

このような環境のもと、当社グループでは平成21年５月８日に発表いたしました「新３か年計画」に基

づき、リストラクチャリング及びグループの再編を実行いたしました。事業ドメインを「短期人材アウト

ソーシング事業」、「営業アウトソーシング事業」と定め、ファクトリー事業、テクノロジー事業を非コア

事業として、事業の選択と集中を行い、収益体質の強化に努めております。

連結売上高については、オフィス事業における通信商材の販売、スポット事業における小売、サービス業

向けの派遣需要が根強い一方で、その他のスポット事業では引き続き受注が伸び悩んだこと、テクノロジー

事業における契約更新見送り、派遣料金引き下げなどの影響により、連結売上高は12,107百万円となりまし

た。

利益面では、スポット事業を中心に行った希望退職者の募集等による人員削減、拠点統廃合などの販管費

抑制施策を実行しましたが、売上高の減少を吸収しきれず、273百万円の連結営業損失となりました。また、

特別損失に店舗閉鎖損失182百万円、特別退職金368百万円、並びに連結子会社の株式譲渡に伴い、関係会社

株式売却損294百万円、債権放棄損950百万円、債権譲渡損950百万円などを計上したことなどから、2,943百

万円の連結四半期純損失となりました。
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事業別の状況

①スポット事業

人材派遣需要全体の停滞が続く中、企業からの受注が伸び悩み、スポット事業の売上高は4,348百万円

となりました。利益面では、㈱フルキャストを中心に行った希望退職者の募集等による人員削減、拠点統

廃合等の施策によって販管費を抑制したものの、減収による影響を吸収しきれなかったことから、14百万

円の営業損失となりました。

②ファクトリー事業

上半期に見られた雇用調整の影響が続き、ファクトリー事業の売上高は812百万円となりました。利益

面では、減収による影響を吸収しきれなかったことから、169百万円の営業損失となりました。なお、平成

21年６月１日に㈱フルキャストファクトリー、６月12日に㈱フルキャストセントラルの全株式を譲渡し

たため、平成21年６月１日をもって連結の範囲から除外しております。

これに伴い、ファクトリー事業から撤退しております。

③テクノロジー事業

通信基地局設置およびITインフラ構築の受託等、継続案件の受注は堅調に推移したものの、技術者派遣

部門における契約更新見送り、派遣料金引き下げなどの影響により、テクノロジー事業の売上高は3,150

百万円となりました。利益面では、効率的に経費を使用し販管費を抑制しましたが、営業利益は14百万円

となりました。

④オフィス事業

通信商材の販売が堅調に推移した一方で、オフィス向け派遣は景気悪化の影響を引き続き受けたこと

から、売上高は3,216百万円となりました。利益面では、人件費等の販管費の増加、オフィス向け派遣の減

収の影響を受けたことから、営業損失は０百万円となりました。

⑤その他事業

その他事業の売上高は、株式譲渡をした連結子会社である㈱インフォピー及び㈱フルキャストファイ

ナンスの影響、また、警備部門の売上高が減少したことから、581百万円となりました。利益面では、業務効

率化を進めた結果、営業利益は25百万円となりました。

　

(2) キャッシュ・フローの状況 

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、第２四半期連結

会計期間末に比べて805百万円減少し、当第３四半期連結会計期間末現在の残高は6,757百万円となりまし

た。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

税金等調整前四半期純損失が2,938百万円、未払費用の減少額が478百万円、法人税等の支払額が366百万

円（法人税等の還付額が79百万円）、退職給付引当金の減少額が126百万円であったのに対し、売上債権の

減少額が1,245百万円（仕入債務の減少額は118百万円）、債権放棄損が950百万円、債権譲渡損が950百万円

であったこと等により、営業活動の結果使用した資金は628百万円となりました。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による支出が424百万円、有形固定資産の取得による支出が32

百万円であったのに対し、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入が258百万円あったこと等

により、投資活動の結果使用した資金は194百万円となりました。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

第三者割当増資の実施により株式の発行による収入が553百万円、合弁会社設立による少数株主（合弁

先）からの払込みによる収入が32百万円であったのに対し、長期借入金の返済による支出が510百万円、短

期借入金の純減額が40百万円であったこと等により、財務活動の結果得られた資金は16百万円となりまし

た。
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(3) 資産、負債及び純資産の状況

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、第２四半期連結会計期間末より4,400百万円減少し20,051百万

円となりました。自己資本は2,351百万円減少し2,442百万円（自己資本比率は、12.2％）、純資産は2,333百

万円減少し3,803百万円となりました。

これは、中期経営計画に基づき、事業の選択と集中を図るため連結子会社３社の売却ならびに経営合理化

策を推進したことなどが主な要因であります。また、平成21年４月８日に、第三者割当増資の実施により資

本金ならびに資本剰余金がそれぞれ277百万円増加しております。

なお、資産ならびに負債区分における主な変動は次のとおりであります。

資産の部では、流動資産が13,989百万円と第２四半期連結会計期間末に比べて3,613百万円の減少となり

ました。これは主に現金及び預金が805百万円減少し6,657百万円、受取手形及び売掛金が1,939百万円減少

し5,160百万円となったこと等によるものです。固定資産は6,062百万円と第２四半期連結会計期間末に比

べて787百万円の減少となりました。これは主に差入保証金が361百万円減少し1,240百万円、有形・無形固

定資産が283百万円減少し3,375百万円となったこと等によるものです。

負債の部では、流動負債が12,680百万円と第２四半期連結会計期間末に比べて1,391百万円の減少となり

ました。これは主に短期借入金が40百万円減少し6,813百万円、未払費用が936百万円減少し801百万円、未払

金が275百万円減少し1,521百万円、未払法人税等が93百万円減少し112百万円となったこと等によるもので

す。固定負債は3,568百万円と第２四半期連結会計期間末と比べて676百万円減少となりました。これは主に

長期借入金が510百万円減少し2,907百万円、退職給付引当金が142百万円減少し474百万円となったこと等

によるものです。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当社グループは、中期経営計画を策定し、グループの再編及びリストラクチャリングを決定いたしまし

た。グループの再編につきましては、事業ドメインを「短期人材アウトソーシング事業(スポットセグメン

ト)」「営業アウトソーシング事業(オフィスセグメント)」と定め、ファクトリー事業、テクノロジー事業

を非コア事業として、事業の選択と集中を推進しております。また、リストラクチャリングにつきましては、

㈱フルキャストでは支店の統廃合を軸とした経営合理化策による管理費の削減を推進しております。当社

グループでは、これらの施策を推進することで経営基盤の強化を図るとともに、コンプライアンス体制の整

備と再発防止に努め、全てのステークスホルダーからの信頼回復を最優先課題として事業に取り組んでま

いります。

　

(5) 研究開発活動 

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,100,000

計 1,100,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年８月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 395,964 395,964
東京証券取引所
(市場第一部)

完全議決権株式であり、権利内
容に何ら限定のない当社におけ
る標準となる株式であります。
単元株制度は採用しておりませ
ん。

計 395,964 395,964 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成21年４月８日

(注)
120,000395,964 277 3,741 277 1,177

(注)　第三者割当　発行価格4,612円　資本組入額2,306円

割当先　平野岳史　㈱光通信
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(5) 【大株主の状況】

株主名簿の記載内容は確認できておりませんが、当第３四半期会計期間において、第三者割当増資を

行ったため、以下のとおり大株主の異動がありました。

平成21年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

平野　岳史 東京都世田谷区 140,893 35.58

㈱光通信 東京都豊島区南池袋１－16－15 60,000 15.15

(注)　発行済株式総数に対する所有株式割合は、平成21年３月31日時点の発行済株式総数に、当該第三者割当増資によっ

て発行しました普通株式120,000株を加算した株式数395,964株を用いて算定しております。

　

(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載す

ることができませんので、直前の基準日である平成21年３月31日の株主名簿を元に、平成21年４月８日の

第三者割当増資による発行株式数120,000株(普通株式)を加えて記載しております。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成21年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ― ─

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式
11,100

― ─

完全議決権株式(その他)
普通株式
384,864

384,864 ─

単元未満株式 ─ ― ─

発行済株式総数 395,964 ― ─

総株主の議決権 ─ 384,864 ─

(注)　上記「完全議決権株式（その他）」には証券保管振替機構名義の株式が10株（議決権10個）含まれております。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成21年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社フルキャスト
ホールディングス

東京都渋谷区桜丘町2-6 11,100 ─ 11,100 2.80

計 ― 11,100 ─ 11,100 2.80
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
10月 11月 12月

平成21年
１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高(円) 17,43013,4508,9805,2005,1506,4708,2707,44010,950

最低(円) 3,9906,0104,9003,2003,9604,1905,1706,2006,820

(注)　株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間(平成21年４月１

日から平成21年６月30日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成20年10月１日から平成21年６月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※2
 6,657 9,878

受取手形及び売掛金 5,160 11,866

有価証券 201 100

商品 150 125

仕掛品 444 678

貯蔵品 44 78

その他 1,440 3,951

貸倒引当金 △105 △235

流動資産合計 13,989 26,441

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1, ※2
 488

※1
 638

工具、器具及び備品（純額） ※1
 219

※1
 487

土地 ※2
 630 793

その他（純額） ※1
 4

※1
 9

有形固定資産合計 1,340 1,927

無形固定資産

のれん 1,378 3,035

その他 656 1,129

無形固定資産合計 2,035 4,165

投資その他の資産

差入保証金 1,240 1,979

その他 1,564 2,374

貸倒引当金 △117 △189

投資その他の資産合計 2,687 4,165

固定資産合計 6,062 10,257

資産合計 20,051 36,697
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 638 1,407

短期借入金 6,813 8,144

1年内返済予定の長期借入金 2,040 2,867

未払金 1,521 1,945

未払費用 801 2,649

未払法人税等 112 532

賞与引当金 361 1,409

解約調整引当金 98 205

その他 294 565

流動負債合計 12,680 19,723

固定負債

長期借入金 2,907 5,237

退職給付引当金 474 553

その他 187 216

固定負債合計 3,568 6,005

負債合計 16,248 25,728

純資産の部

株主資本

資本金 3,741 3,464

資本剰余金 3,183 2,906

利益剰余金 △1,747 3,978

自己株式 △2,747 △2,747

株主資本合計 2,430 7,601

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 11 △28

評価・換算差額等合計 11 △28

少数株主持分 1,362 3,396

純資産合計 3,803 10,969

負債純資産合計 20,051 36,697
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成21年６月30日)

売上高 46,871

売上原価 36,419

売上総利益 10,451

販売費及び一般管理費 ※1
 11,320

営業損失（△） △869

営業外収益

不動産賃貸料 161

受取配当金 45

その他 148

営業外収益合計 354

営業外費用

支払利息 170

不動産賃貸原価 161

持分法による投資損失 62

その他 146

営業外費用合計 539

経常損失（△） △1,053

特別利益

関係会社株式売却益 295

投資有価証券売却益 1

貸倒引当金戻入額 49

事業譲渡益 2

受入助成金 186

その他 0

特別利益合計 534

特別損失

関係会社株式売却損 1,218

投資有価証券売却損 13

投資有価証券評価損 59

固定資産売却損 91

固定資産除却損 62

保険解約損 66

店舗閉鎖損失 567

特別退職金 469

雇用調整支出金 269

減損損失 85

債権放棄損 950

債権譲渡損 950

本社移転費用 27

その他 12

特別損失合計 4,838

税金等調整前四半期純損失（△） △5,358

法人税、住民税及び事業税 261

法人税等調整額 53

法人税等合計 313

少数株主利益 53

四半期純損失（△） △5,724
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

売上高 12,107

売上原価 9,585

売上総利益 2,521

販売費及び一般管理費 ※1
 2,794

営業損失（△） △273

営業外収益

不動産賃貸料 40

受取配当金 1

未払金取崩益 21

その他 4

営業外収益合計 65

営業外費用

支払利息 53

不動産賃貸原価 43

持分法による投資損失 29

その他 35

営業外費用合計 160

経常損失（△） △367

特別利益

関係会社株式売却益 295

投資有価証券売却益 1

貸倒引当金戻入額 24

受入助成金 165

その他 0

特別利益合計 484

特別損失

関係会社株式売却損 294

投資有価証券評価損 4

固定資産売却損 6

固定資産除却損 31

店舗閉鎖損失 182

特別退職金 368

雇用調整支出金 230

債権放棄損 950

債権譲渡損 950

本社移転費用 27

その他 12

特別損失合計 3,055

税金等調整前四半期純損失（△） △2,938

法人税、住民税及び事業税 91

法人税等調整額 △87

法人税等合計 4

少数株主利益 1

四半期純損失（△） △2,943
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △5,358

減価償却費 426

のれん償却額 152

株式交付費 4

投資有価証券評価損益（△は益） 59

関係会社株式売却損益（△は益） 923

投資有価証券売却損益（△は益） 12

固定資産売却損益（△は益） 90

固定資産除却損 62

事業譲渡損益（△は益） △2

減損損失 85

債権放棄損 950

債権譲渡損 950

持分法による投資損益（△は益） 62

貸倒引当金の増減額（△は減少） 88

退職給付引当金の増減額（△は減少） △35

賞与引当金の増減額（△は減少） △649

受取利息及び受取配当金 △51

支払利息 170

売上債権の増減額（△は増加） 4,380

たな卸資産の増減額（△は増加） △40

仕入債務の増減額（△は減少） △452

保険積立金の増減額（△は増加） 375

未払費用の増減額（△は減少） △1,271

未払消費税等の増減額（△は減少） 518

その他 140

小計 1,591

利息及び配当金の受取額 52

利息の支払額 △173

法人税等の支払額 △720

法人税等の還付額 491

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,241
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（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成21年６月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △88

有形固定資産の売却による収入 133

無形固定資産の取得による支出 △95

投資有価証券の売却による収入 21

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入

361

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る支出

△792

事業譲渡による収入 19

その他 3

投資活動によるキャッシュ・フロー △438

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,331

長期借入金の返済による支出 △3,157

株式の発行による収入 553

少数株主からの払込みによる収入 32

少数株主への配当金の支払額 △14

その他 △5

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,923

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,121

現金及び現金同等物の期首残高 9,878

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 6,757
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第３四半期連結会計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

㈱フルキャストは、東京労働局より平成19年８月３日付で受けた労働者派遣事業停止命令に違反し

たとして、平成20年10月３日付で、労働者派遣事業停止命令及び労働者派遣事業改善命令を受けており

ます。その結果、当社グループにおきましては、㈱フルキャストの事業停止の影響及びブランド・イ

メージの悪化などにより、平成21年９月期において、売上高の減少、営業利益の減益を見込んでおり、当

第３四半期の四半期報告書提出日現在において、主要金融機関と今後の借入金の契約条件の見直しに

ついて協議を継続しております。

このような状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しております。

労働者派遣事業停止期間は平成20年11月９日付で終了し、労働者派遣事業改善命令については平成

21年１月16日付で改善結果の最終報告が全て終了しております。

また、当該状況を解消すべく、㈱フルキャストでは、支店の統廃合を軸とした経営合理化策による管

理費の削減を推進しており、経営の早期安定化を図るとともに、グループ全社を挙げて、コンプライア

ンス体制の整備と再発防止に努めてまいります。

さらに、当社では、子会社株式の売却により得た資金の一部を借入金の返済に、一部は運転資金に充

当するとともに、平成21年４月８日付で、第三者割当による新株式発行を実施し、財務体質の改善を

図っております。また、子会社の事業所の統廃合やグループ人員の削減などの経営合理化ならびに、テ

クノロジー事業及びファクトリー事業を営む子会社の売却等を順次実施しており、これらの施策を推

進することで経営基盤の強化を図るとともに、保有資産の売却等により必要資金の確保に努めており

ます。

当社グループでは、上記施策により、グループ全社における経営環境が正常化するとともに、行政処

分により毀損した信用が早期に回復し、継続企業の前提に関する重要な疑義についても解消されるも

のと考えておりますが、現時点では当社グループの利益計画及び収支計画の達成見込みについては重

要な不確実性が認められます。

このため、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要

な不確実性の影響を四半期連結財務諸表に反映しておりません。
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年10月１日　至　平成21年６月30日)

１　連結の範囲の変更

　(1)第１四半期連結会計期間にアジアパシフィックシステム総研㈱の全株式を譲渡したため、アジアパシフィック

システム総研㈱及び同社子会社である３社を連結の範囲から除外しております。

　(2)第２四半期連結会計期間に㈱インフォピーの全株式を譲渡したため、同社を連結の範囲から除外しております。

　(3)第２四半期連結会計期間に㈱フルキャストは、連結子会社であった㈱キャスティングバンク及び㈱ジョブチョ

イス東海を吸収合併しております。

　(4)当第３四半期連結会計期間に、連結子会社である㈱フルキャストマーケティングは、㈱テレコムマーケティング

を設立し、同社を連結の範囲に含めております。

　(5)当第３四半期連結会計期間に㈱フルキャストは、連結子会社であった㈱ワンデイジョブスタイルを吸収合併し

ております。

　(6)当第３四半期連結会計期間に㈱フルキャストファイナンス、㈱フルキャストファクトリー、㈱フルキャストセン

トラルの全株式を譲渡したため、連結の範囲から除外しております。

　(7)変更後の連結子会社の数　9社

 

２　会計処理の原則及び手続の変更

　(1)棚卸資産の評価に関する会計基準の適用　

第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準第９号　平成18年７月５

日)を適用し、評価基準については、原価法から原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)に変更しており

ます。なお、これによる損益に与える影響は軽微であります。

　(2)リース取引に関する会計基準の適用     

所有権移転外のファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっておりましたが、「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準第13号(平成５年６月17日(企業会計審

議会第一部会)、平成19年３月30日改正))及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用

指針第16号(平成６年１月18日(日本公認会計士協会会計制度委員会)、平成19年３月30日改正))が平成20年４

月１日以降開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用できることになったことに伴い、第１四

半期連結会計期間からこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によっております。また、

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法については、リース期間を耐用年

数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。これによる損益に与える影響はございません。 

　なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き適用しております。　　

 

　

【簡便な会計処理】

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年10月１日　至　平成21年６月30日)

固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して計算する方

法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年10月１日　至　平成21年６月30日)

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年９月30日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額      1,011百万円
なお、減価償却累計額には減損損失累計額が含まれて
おります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額　　　1,581百万円　
なお、減価償却累計額には減損損失累計額が含まれて
おります。

※２　担保資産
　　担保に供している資産について、事業の運営におい
  て重要なものであり、かつ、前連結会計年度の末日に
  比べて著しい変動が認められるもの
　　現金及び預金　　　　　　　　 100百万円
　　建物及び構築物　　　　　 　　138
　　土地　　　　　　　　　　　 　443　　　
　───────────────────────
　　 計　　　　　　　　　　　　　681百万円　

※２ 　──────────────────
 
 
 
 
 
 
 
 

　

　

(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

　
当第３四半期連結累計期間
(自   平成20年10月１日 
  至   平成21年６月30日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

　 給与及び賞与　　　　　　　　3,978百万円

   雑給　　　　　　　　　　　　　732　

　 法定福利費　　　　　　　　　　663　

   賞与引当金繰入額　　　　　　　 85　

　 退職給付費用　　　　　　　　　144　 

   地代家賃　　　　　　　　　　1,399　　

　 求人費　　　　　　　　　　　　251　

　 貸倒引当金繰入額　　　　　　　158　

　

第３四半期連結会計期間

　
当第３四半期連結会計期間
(自   平成21年４月１日 
  至   平成21年６月30日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

　 給与及び賞与　　　　　　    1,095百万円

   雑給　　　　　　　　　　　　　 95　

　 法定福利費　　　　　　　　　　153　

   賞与引当金繰入額　　　　　　 △73　

　 退職給付費用　　　　　　　　　 29　 

   地代家賃　　　　　　　　　　　376　

　 求人費　　　　　　　　　　　　 30

　 貸倒引当金繰入額　　　　　　　 23　
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年10月１日　
  至　平成21年６月30日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 6,657百万円

マネーマネジメントファンド       100　

現金及び現金同等物 6,757百万円

　

(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成21年６月30日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成20年10月１日　

至　平成21年６月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 395,964

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 11,100

　

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

　
４　配当に関する事項

該当事項はありません。　

　　　

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

当社は、平成21年４月８日付で、当社取締役会長平野岳史及び㈱光通信から第三者割当増資の払い込みを

受けました。

この結果、当第３四半期連結会計期間において資本金が277百万円、資本準備金が277百万円増加し、当第

３四半期連結会計期間末において資本金が3,741百万円、資本剰余金が3,183百万円となっております。
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(リース取引関係)

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

　所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、平成20

年９月30日までの連結会計年度に属する取引について、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行ってお

り、当四半期連結会計期間末におけるリース取引残高に

前連結会計年度末に比べて著しい変動(減少)が認められ

ます。

 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

　(借主側)

・前連結会計年度末における未経過リース料残高相当

額

１年以内 17百万円

１年超 11

　
　
　
　
　
　
　

合計 28百万円

　

　

(有価証券関係)

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が

ありません。

　

　

(デリバティブ取引関係)

金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので記載対象から除いておりま

す。

　

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

　

(企業結合等関係)

㈱フルキャストは、㈱ワンデイジョブスタイルを平成21年５月１日に吸収合併しております。当該吸収合

併は連結子会社同士の合併であり、共通支配下の取引等に該当しますが、重要性が乏しいため注記を省略し

ております。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

　

　
スポット
事業
(百万円)

ファクト
リー事業
(百万円)

テクノロ
ジー事業
(百万円)

オフィス
事業
(百万円)

その他
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

4,348 812 3,1503,216 581 12,107 ― 12,107

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

4 0 3 4 1 11 (11) ―

計 4,352 812 3,1523,220 582 12,118(11)12,107

営業利益又は営業損失(△) △14 △169 14 △0 25 △143 (129)△273

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年10月１日　至　平成21年６月30日)

　

　
スポット
事業
(百万円)

ファクト
リー事業
(百万円)

テクノロ
ジー事業
(百万円)

オフィス
事業
(百万円)

その他
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

16,3586,66211,6168,1144,12146,871 ― 46,871

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

95 3 7 9 6 120 (120) ―

計 16,4536,66411,6238,1234,12846,991(120)46,871

営業利益又は営業損失(△) △623 △399 646 △4 28 △352 (516)△869

(注)　１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

 ２．各事業の主なサービス　

         (1)スポット事業…………短期人材派遣・請負

         (2)ファクトリー事業……工場ライン派遣・請負

         (3)テクノロジー事業……技術者派遣・請負、情報通信

         (4)オフィス事業…………オフィス系人材派遣・請負

         (5)その他事業……………飲食店経営、警備業、広告代理業等

 ３．セグメント別資産の著しい金額の変動

 　　当第３四半期連結会計期間において、㈱フルキャストファクトリー及び㈱フルキャストセントラルの全株

 　　式を譲渡したため、連結の範囲から除外し、ファクトリー事業より撤退いたしました。これに伴い、ファ

 　　クトリー事業の資産は、前連結会計年度末に比べて3,986百万円減少しております。

　

【所在地別セグメント情報】

　当第３四半期連結会計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)及び当第３四半期連結累計期

間(自　平成20年10月１日　至　平成21年６月30日)において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社

及び在外支店がないため、該当事項はありません。

　

【海外売上高】

　当第３四半期連結会計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)及び当第３四半期連結累計期

間(自　平成20年10月１日　至　平成21年６月30日)において、海外売上高がないため、該当事項はありませ

ん。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年９月30日)

　 　

　 6,344円24銭
　

　 　

　 28,591円84銭
　

　

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第３四半期連結累計期間

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成21年６月30日)

１株当たり四半期純損失 18,968円41銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ─　円
　

(注)１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　２．１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

項目
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年10月１日
  至　平成21年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(百万円) 5,724

普通株式に係る四半期純損失(百万円) 5,724

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─

普通株式の期中平均株式数(株) 301,787

　

第３四半期連結会計期間

　
当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日 
　至　平成21年６月30日)

１株当たり四半期純損失 7,833円65銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ─　円
　

(注)１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　２．１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

項目
当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(百万円) 2,943

普通株式に係る四半期純損失(百万円) 2,943

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─

普通株式の期中平均株式数(株) 375,633
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(重要な後発事象)

当第３四半期連結会計期間　(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)　

１．重要な資産の譲渡

当社は、平成21年７月16日開催の取締役会において、固定資産の譲渡を決議し、同日に不動産売買契約

を締結しました。なお、引渡しは、平成21年８月６日に完了しております。

　当該固定資産の譲渡の概要は、下記のとおりであります。

　

(1)譲渡の理由

当社グループの財務リストラクチャリングの一環として、当社所有の不動産を売却するものでありま

す。

(2)譲渡する相手会社の名称

㈲村野材木店

(3)譲渡資産の種類

土地　東京都渋谷区桜丘町２番６号　131.10㎡

建物　東京都渋谷区桜丘町２番６号　966.74㎡

(4)譲渡前の使途

子会社事務所、店舗

(5)譲渡の日程

平成21年７月16日　取締役会決議・不動産売買契約締結

平成21年８月６日　不動産引渡し

(6)譲渡価額

800百万円
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２．子会社株式の譲渡

当社は、平成21年７月17日開催の取締役会において、連結子会社であるネットイットワークス㈱の全株

式について譲渡することを決議し、同日に株式売買契約を締結しました。なお、平成21年８月３日に、全株

式を譲渡しております。

　

(1)子会社株式の譲渡の理由

当社グループは、短期労働市場におけるビジネスモデルの変革を実施するとともに、「短期人材アウト

ソーシング事業」、「営業アウトソーシング事業」をコア事業と定め、事業の選択と集中を図ることによ

り経営基盤の再構築を行うこととし、その一環として、譲渡を決定したものであります。

(2)子会社株式の譲渡

　①譲渡する子会社の概要

　    (a)商号 ネットイットワークス㈱

 　   (b)事業の内容 ITソリューション事業及びネットワークソリューション事業

  　  (c)所在地 東京都目黒区上目黒二丁目18番４号(登記本店)

　 東京都台東区柳橋二丁目20番16号(本社事務所)

  　  (d)代表者 代表取締役社長　北田　正己

 　   (e)資本金 494百万円

 　 　(f)当社との取引関係 特記事項はありません。

　②譲渡先の概要

　　　(a)譲渡の相手先 京セラコミュニケーションシステム㈱

　　　(b)事業の内容 ICT関連事業、通信エンジニアリング関連事業

　　　(c)所在地 京都市伏見区竹田鳥羽殿町６番地

　　　(d)代表者 代表取締役社長　小林　元夫

　　　(e)資本金 2,986百万円

　　　(f)当社との取引関係 特記事項はありません。

　③譲渡の日程

　平成21年７月17日　　取締役会決議・株式売買契約締結

　平成21年８月３日　　株式譲渡

　④譲渡株式数、譲渡価額及び譲渡後の持分比率

  　　 (a)譲渡株式数　 2,897,295株

  　　 (b)譲渡価額 1,999百万円

  　　 (c)譲渡後の持分比率 ０％
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

平成21年８月14日

株式会社　フルキャストホールディングス

取締役会　御中
　

　あ ず さ 監 査 法 人

　

指定社員 公認会計士 大  谷　  秋  洋  ㊞
業務執行社員

　 　 　

指定社員 公認会計士 日 野 原　 克 巳  ㊞
業務執行社員

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社フルキャストホールディングスの平成20年10月１日から平成21年９月30日までの連結会計年度の第３四

半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年

10月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期

連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連

結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社フルキャストホールディングス及び

連結子会社の平成21年６月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四

半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　

追記情報

1.　継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載されているとおり、会社は東京労働局より労

働者派遣事業停止命令及び労働者派遣事業改善命令を受けた。その結果、平成21年９月期において、売上高

の減少、営業利益の減益を見込んでおり、当第３四半期の四半期報告書提出日において、主要金融機関と今

後の借入金の契約条件の見直しについて協議を継続している。このような状況により、継続企業の前提に関

する重要な疑義が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、

当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。四

半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は四半期連

結財務諸表に反映されていない。

2.　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成21年７月17日開催の取締役会において、連結子会社

であるネットイットワークス株式会社の全株式について、京セラコミュニケーションシステム株式会社へ

譲渡することを決議し、平成21年８月３日に譲渡した。

3.　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成21年７月16日開催の取締役会において、所有不動産

の売却を決議し、平成21年８月６日に譲渡した。
　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以　上
　

 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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